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好況過程における・
　　　市場価格と市場利潤率の動態
?
木 彰
はじめに
　市場価格は，「競争，需要供給関係の変動1に「対応」（Kap．皿・219）し
て変動するものとされている。それ故，それが周期的に上昇と下落の運動を
繰返すのは，社会的再生産過程における需要と供給の不均衡の継起的変動に
もとつくものとされねばならないものといえよう。市場価格の周期的変動は，
社会的再生産の実体に規定される需給関係の動態によって，従って，産業循
環の動態によって惹起されるものであるということである。しかし，そのこ
とは，資本制生産の基礎上において，市場価格は，その自動調節機能を喪失
したということではない。
　社会的再生産の実体に規定される需給関係の動態は，市場価格の変動を惹
起するのであるが，その変動自体によって，今度は，需給関係の動態そのも
のが反作用を受けることになるのである。市場価格は，市場生産価格から乖
離して変動するものであるとはいえ，その乖離が無限に可能であるというこ
とではなく，市場価格の社会的再生産への反作用の運動を通して乖離が解消
されるにいたるのである。それは，市場価格の自動調節機能が，日常的に作
用し，市場価格の運動が，ブラウン運動を繰返すことにおいてではなく，産
業循環の一周期全体を通して作用するということにおいて把握されるという
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ことである。市場価格の変動は，需給の不均衡によって惹起されるものであ
るが，同時にその不均衡の調整機能をももつのであり，その調整機能が産業
循環の一周期の長さで作用するものとして理解するということである。
　好況過程は，資本蓄積と拡大再生産が旺盛であることから持続的な需要超
過の状況において特徴づけられるのであるが，それは，市場価格の上昇傾向
をもたらし，その市場価格の上昇は市場利潤率の上昇を通して，生産財に対
するより大なる追加需要を惹起し，需要超過は構造的に再生産されることに
なるのである。しかし，かかる需要超過の再生産構造は決して永続性を持ち
うるものではなく，市場価格の高騰それ自体によって資本蓄積の一定の時点
において供給超過の再生産構造に転換していくのであり，更には，市場利潤
率の平均利潤率以下への低落とともに，資本蓄積の運動は絶対的障壁を画さ
れることになるのである。それ故，好況過程における市場価格の変動の問題
は，需要超過による市場価格の高騰とそれによる需給関係への反作用という
二段階において検討されねばならないものといえよう。
1）超過需要と市場価格，市場利潤率，貨幣賃金率
A）超過需要と市場価格
　市場価格は，需給関係の動態によって変動するのであるが，その際重要
なことはここで問題にしょうとするその需給関係とは社会的再生産の実体に
規定されたものであるということである。それは，市場価格の一時的動揺を
規制するだけの，それ故，日常的に，現象の表面において偶然的要因によっ
て変動するものとしての需給関係のことではないのである。社会的再生産と
蓄積によって実体的規定を与えられた需給関係は，市場価格の変動を惹起す
るのであるが，その需給関係が均衡を回復するのは，需要と供給が直接市場
価格の変化に感応することによってではなく，社会的再生産の条件が暴力的，
強制的に回復されることによってである。産業循環の一周期を通して需給の
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均衡関係が達成されるのである。
　需給の不均衡とは，需要超過と供給過剰のことである。しかし，供給過剰
とは負の需要超過のことであるので，需要超過の動態によって市場価格の変
動が規定されるものとされうる。それ故，市場価格の動態の考察に際しては，
超過需要を規定することがまず必要である。
　超過需要qi〔t｝（i－1，2．第1部門と第2部門）は，今期の市場価格水
準p、mにお・ける需要総額と前期の市場価格水準によって規定される市場供
給価格における供給総額との差額によって与えられる。各部門の産出量を
Xim，市場価格の変化率をaiCt）　＝　Pu　t＋v／Puvとすれば，
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　ここで，qi〔t｝＄Oに対応して，a“t－p菱1であることがわかる。超過需要
が存在すれば市場価格は高騰し，逆に，超過需要が負となれば，従って，供
給過剰のもとでは市場価格は下落し，超過需要が0となり，需給が均衡すれ
ば，市場価格水準の変化が生じないということである。更に，需要をDi、v，
供給をSictlとすれば，　Dm）　＝Xi（t｝・P“t），　Sm〕＝Xi【t）・Pitt一、｝である
ことより，Pim／Pi（t－i｝＝Di、v／Si〔t），かくて，　aift．1）＝Di｛t｝／Si｛t，である。
即ち，DieL、iSi〔uに対応して，　aitt．1霞1である。需給関係によって市場価
格の変化率が規定されるということである。
　市場価格は，需給関係の動態とともに変動するのであり，高騰と下落の周
期的運動を描くのであるが，一産業循環の全体においては一つの平均市場価
格が得られる。その平均市場価格を，ここでは市場生産価格，或は，市場調
整的生産価格として規定する。それは，「この（市場価格の……引用者）変動
は，ある与えられた期間の商品の平均市場価格を，市場価値にではなく，こ
の市場価値からかたよっていて非常に違っている市場生産価格に引きもどす」
（Kap．皿・235）とされるもののことである。市場生産価格は，日々の市場
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価格がそれをめぐって運動し，一定の期間にそれに向かって平均化される中
心として規定されるのである。市場生産価格をP，とし，市場価格の市場生産
価格からの乖離率をei（t）　・＝　Pif，）／P，とすれば，市場供給価格と市場生産価格
が等しい場合には，超過需要の動態は，乖離率の運動を規定することになる。
旧??????…???????
t
?＝＝……q
（1　’）
　qt〔t）＄Oに対応してe、Ct）i1であることから，超過需要が存在すれば市場
価格は市場生産価格から上方に乖離し，逆に，供給過剰であれば市場価格は
市場生産価格から下：方に乖離し，需給が均衡している時は，市場価格は市場
生産価格に等しいということである。
　（1）を乖離率θ、（vによって表示すれば
q“v＝Xicv．Pi（t＿v（et〔t｝／ei（ト1｝一1） （1”）
　q、1，｝ioに対応してeiCt、　iei（，一vである。それは，超過需要が存在すれば
市場価格は騰貴するのであるが，そのことは市場生産価格からの上方への乖
離iをますます強めるということであり，逆に，供給過剰の場合には下方への
乖離をより一層強めるのであり，需給均衡の時は一定のままであるというこ
とである。
　超過需要の構造は，第1部門（生産財生産部門）と第2部門（消費財生産
部門）とでは相違するので，夫々区別して表示する必要がある。各生産部門
において使用される生産財量をKi｛，），追加的に需要される生産財量をIi｛t｝
（生産財に対する蓄積需要），産出量の変化率をbitt），生産財の増大率（成
長率）をg“t），生産財の投入係数をXiとすれば，
bicv＝Xi｛t＋i）／Xict）一　1　，　gifv＝Ki｛t＋v／Ki｛v一　1　＝＝li（t）IKi（t）
xi＝Kict｝／Xi（v，
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　Xiは，労働生産性によって規定されるものであり，生産性が一定であれば
一定である。又，Xiが一定であれば，　bi（t）　・＝　gi〔t）が成立する。
　生産財に対する需要はt蓄積需要luvと補填需要Kiωとから成る。供給
された生産財から補填需要を差引いた残りが余剰生産財として供給されるも
のであり，その余剰生産財の量と生産財の蓄積需要とが生産財の需給関係を
規定することになるのである。
　α1m＝（lut）十12‘t））Put）一｛Puv’X1｛t）一（K、（t｝十K2｛t｝）Puト1）｝　　（2）
　消費財に対する需要も補墳需要と蓄積需要とから成る。資本家の個人的消
費は本来補填需要に属するものであるが，本稿では積極的，規定的役割を演
じるものではないので捨象することにする。それ故，ここでは，供給された
消費財総額から補填需要を差引いた残りが余剰消費財として供給されるもの
であり，その余剰消費財と消費財の蓄積需要との関係が，消費財の超過需要
の動態を規定することになる。各部門での雇用労働量をLi【t｝，その増加率を
Ci，，［，貨幣賃金率をW、　t），労働についての投入係数をZli，資本・労働比率を
d，とすれば，
　Cifv＝：Lirt＋i｝／Lict）rm　1，　Yi＝Li（t）／Xicv，　di＝Ki（t）／Ltet）
　然るに，Z／iは生産性の水準によって規定されることから，　yiが一定であれ
れば，d，＝X、／yi，　Cm］　＝＝g、Ct）の関係が成立する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　q2ct，＝Wfv（　Li（t）’　cu　t）　十L2（v’　c2ft））　一1　P2ct）’　X2（　t，一Wtt）（　Liev十L2fv）　1
　ここで，蓄積需要をA、，v、補填需要をF，、V，追加フォンド形成をBicvと
すれば，各部門のそれらは，次のように示される。
　Ai［v＝li｛t］十12ft）
　A2tt，＝Wi　t）（Llftl・　cl｛t］十L2cv・　c2ft｝）
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Fllい篇（Kl【v十K2，い）P，，ト1｝
F2｛t）＝＝W（t）（Li（t）十L2（v）
Biev＝＝P“t）’Xi（v－Fitt）
かくて，超過需要は，Ai、vとB、（t）との関係として表現される。
qi（v＝Ai（v－Bi｛v
　Cl）
（4）
　（4）式は，超過需要は，単に需要と供給の関係によって規定されるというこ
とではなく，その内実は，蓄積需要と追加フォンド形成との動態関係におい
て規定されるということを示しているのである。追加フォンド形成Bi、Vは，
t期においては所与であると想定されうるので，超過需要の動態は，蓄積需
要の動態によって規定されることになる。しかも，生産性が一定であれば，
Ci、t）＝9t、Vであることから，生産財の成長率，その蓄積需要の動態が両部門
の超過需要の状況を規定することになるのである。それは，市場価格の変動
状況は，生産財の蓄積需要の動態によって規定されるということでもある。
B）市場価格と市場利潤率
　各生産部門における市場利潤a、、t）の大きさは，販売総額から費用価格を差
引いたものである。
Uift）＝pifvゾXitt）一（P1〔t．一ドKitv十Wcv’Li〔v）
（1）超過需要の定式化について，松岡寛爾氏も（4）式と同じ形式のものを導出されて
　いる（松岡〔29〕40ページ）。しかし，そこではマルクスの再生産表式における拡大再
　生産の均衡条件の特殊な場合，△C，，v＝。V．vの想定のもとで導出されているのである。
　又，超過需要の代りに，供給された商品量がどの程度需要されるかという「販売率」
　が問題にされる場合がある（杉野〔12〕144～7ページ）。それは，当期の数量につい
　ての需給関係が当期の市場価格にいかに関係するかを問題にするに際しては適切であ
　るが，価格変化率との関係の場合には適切ではないと思われる。
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市場利潤率7’itt）　Cよ市場利潤を費用価格で除したものである。
　rift）　＝fi’v　t）／（　Pift－i）　’　Kict，十　Wf　t）　’Lift）　）
　　　　　　　PiltドXicv　　　＝　II5－II，一；一1－ITi－i，．，，　・　K’　，“　’，，＋　ii（7’，’，，　・L，，，，　一　i
　　　　　　　Pift）　　　＝mu・・pl（tul）ilPVi）Vft｝．　i－1
　市場利潤率ri、Vは，市場価格の水準と貨幣賃金率の水準とによって規定さ
れるのである。市場価格の変動状況に対応して市場利潤率は，同じ方向に運
動し，時には一般的な平均水準よりも高くなったり，時には低くなったりす
るという運動をおこなう。
　マルクスは，「賃金，価格および利潤」において，次のように指摘している。
　「資本制生産はある特定の周期的循環を通して運動する。それは平静，増
大しつつある活気，繁栄，過剰生産，恐慌および停滞の状態を順次通過する。
商品の市場価格と市場利潤率はこれらの局面に従って，あるときは平均以下
に低下し，あるときは平均以上に騰貴する。全循環を観察すれば，市場価格
のある背離は他の背離によって相殺されるということ，お』よび循環の平均を
とってみれば，諸商品の市場価格は諸商品の価値によって規制されるという
ことがわかろう」（Werk．16．145～6）。
　ここでは，市場価格と市場利潤率とは産業循環の動態に対応して循環的運
動をおこなうということ，市場価格については，循環の全体を通してみれば
背離は相殺され，平均市場価格は価値によって規制されるとされている。し
かし，市場利潤率は，市場価格の循環的運動に対応して周期的変動をおこな
うのであり，その周期的変動を通して形成される平均が一般的利潤率である。
この市場利潤率の平均化の過程は，生産部門内と生産諸部門間との諸資本の
移動を通して形成されるものであるが，本稿ではその点については特に問題
にしない。
　利潤率と賃金率の関係については，「賃金率の全般的上昇は，市場価格を一
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時的に撹乱したあとでは，諸商品の価格になんの永続的な変動を起こすこと
がないまま，利潤率の全般的な低下をもたらすだけ」（Werk．16．147）であ
るとされている。貨幣賃金率の上昇が始まるのは，旺盛な労働力需要のため
に相対的過剰人口の減少が生じてからのことであり，好況過程の後半期にい
たってからのことである。そのような状況のもとでは蓄積需要の絶対額が大
きくても増加率がそれほど大きくないことから，貨幣賃金率が上昇するにも
かかわらず，市場価格の騰貴率はそれほど大きくないということになり，市
↓日工■1こ日日玄／ハ1［1二　に、ムミ莚土コNh　z　ワ　L　P－P3　t，　zmM・rk　z吻ノrlJf「土」＝子二V／8をさ咽1　！」コご、メヒと三〇4しダ』）」一（＿ヒーu’⊆鮎ダ6♪Vノ㌧ζ琉♪「ジ。
　市場利潤率の変動状況によって，各生産部門の蓄積需要，従って，成長率
が規定されるものとする。市場利潤率が上昇傾向にあれば成長率も増大し，
逆は逆であるということである。資本蓄積の運動にとって，「利潤率，すなわ
ち資本増殖の割合1が「なによりも重要」（Kap．　m・288）なのであるが，
ここでは，市場利潤率の水準と動態がその現実的尺度としでの意義を有する
ということである。資本蓄積率の動態を規定する基準は，市場利潤率の変動
状況なのである。
　これに対して，安井修二氏は，資本蓄積率決定の基準を一般的に与えるこ
とには「無理がある｝とされて，「特定の局面における資本家の行動様式1（安
井〔32〕187ページ）を明らかにすればよいとされている。安井氏は，「不況
期から回復期にかけての資本蓄積率決定は，稼働率水準を基準1とし，「好況
末期の資本蓄積率決定は，市場価格の動向を基準」（安井〔32〕186ページ）
とするとされているのである。
　ここで，稼働率水準を問題にするということは，「どれだけ資本の過不足が
あるかに対応して，どれだけ生産設備を増減するかを決定する」（安井〔32〕
183ページ）ということであるとすれば，「資本の過不足」の基準となるもの
が利潤率水準に他ならないので，安井氏の主張は，そこでの基準を，市場利
潤率の変動状況に求めることと基本的には相違はないものといえよう。換言
すれば，「稼働率に着目して，資本蓄積率を決定するということは，利潤率に
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着目して資本蓄積率をきめるということをふくむ」（置塩〔8〕192ページ）
ということである。
　次に，「市場価格の動向」ということは，より正確には「市場価格の変化率
の動向」のことである。しかし，消費財価格の変化率が増大傾向にあるとし
ても，第2部門の市場利潤率の低下とそれによる蓄積需要の減退が生じるこ
とがあるのである。それ故，「市場価格の変化率の動向」が資本蓄積率決定の
基準たりえるのは，2部門分割の分析視角を欠落させた場合のことである。
生産財と消費財の価格の変動状況を問題にする場合には，市場利潤率の変動
にこそ，資本蓄積率決定の基準が設定されねばならないのである。
　資本蓄積率決定の基準が市場利潤率の動態であるとしても，それは「通常
の利潤率水準」を基準として資本蓄積の内容に相違が生ずるものとされねば
ならない。市場利潤率が通常の水準以上であれば，資本蓄積は，既存の技術
水準の量的変化としておこなわれ，通常の水準以下においては新技術の導入
を伴うものとして，質的変化としておこなわれるということである。
C）貨幣賃金率と実質賃金率
　労働者に支払われる賃金総額は，労働者1人当りの貨幣賃金（率）W（t）と
雇用される労働者総数L（t）との積W、tドL（L｝によって与えられる。この貨幣
賃金＝労働の価格の水準はtここでは相対的過剰人口の存在しないもとでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛2）労働力の需給関係によって決定されるものとする。好況過程の前半期におい
（2）しかし，このことは，貨幣賃金の絶えざる変動の相殺によって，「労働力の価値」＝＝
　「労働力の維持と再生産とに要する生活手段の価値：」が規定されるにいたるというこ
　とを意味しているわけではない。マルクスは，次のように指摘している。「さてところ
　で，市場価格の下落の段階，同じく恐慌と停滞との段階においては，労働者がたとえ
　全くその職を失わないまでも，その賃金の引下げは必ず起る。だまされないためには，
　市場価格のかかる下落に際しても，かれはいかなる比例の程度で賃金の下落が必要と
　なったかについて資本家と争わねばならない。もし，かれが特別利潤がえられる繁栄
　の段階にあって，賃金の値上げのために闘わなかったならば，一の産業的循環を平均
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ては相対的過剰人口の大量の存在が想定されるので，労働力需要がかなりの
程度で増大しても貨幣賃金の上昇が惹起されえないものとして仮定するので
ある。これに対して，好況過程の後半期においては相対的過剰人口の急速な
減少が生じるとともに労働力需要の増大によって貨幣賃金の上昇が始まるこ
とになるのである。相対的過剰人口は，労働力供給の「調整池」として機能
するのであり，その増減を通して，労働力の需給関係が賃金の騰落運動を規
定することになる。即ち，貨幣賃金，労働の価格は，資本蓄積の増大ととも
に上昇するのではなく．資本蓄積の増大が一回期間続いたのちに，一定の時
期の経過の後に上昇を開始するのである。かくて，資本蓄積の増大とともに
「毎年，前年よりも多くの労働者が使用されるのだから，おそカ・れ早かれい
っかは，蓄積の欲望が通常の労働供給を上回り始める点が，つまり賃金上昇
の始まる点が，現れざるをえない」（Kap．工・644）ということになるので
ある。
　しかし，貨幣賃金の上昇には一定の限界，越えることのできない限界があ
る。資本蓄積の進展とともに貨幣賃金水準の上昇が進行するのであるが，そ
の上昇がある一定の程度に達すれば「労働の搾取度の低下」，「不払労働の量：
的減少」が惹起されることになる。賃金増加は，「労働者がなさざるをえない
不払労働の量的減少」を意味するのである。しかし，そのような賃金増加，
不払労働の量的減少は，「それによって制度そのものが脅かされるような点ま
では，けっして続きえない」（Kap．1・651）のであり，賃金上昇は一定の
限界を越えては進行しえないのである。「資本主義的蓄積の本性」は，「資本
すれば，かれの平均賃金，すなわちかれの労働の価値すらも受けとることにはならな
い。この循環の不況期にかれの賃金が必然的に侵害されるのに，好況期にはその損害
を補償してはならないなどと要求することは，まさに愚の骨頂である」（Werk　16．
146）。労働者の賃上げのための闘争を通してのみ，平均賃金が労働力の価値に等しくな
るのであり，そのような闘争は，「資本の先行する行動に対する労働の反動」にすぎな
いのである。
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関係の不断の再生産と絶えず拡大される規模でのその再生産とに重大な脅威
を与えるおそれのあるような労働の搾取度の低下が，またそのような労働の
価格の上昇」を「排除」（Kap．1・653）しているのである。賃金上昇に限
界があることを通して，資本主義的蓄積過程の機構は，労働力の商品化を再
生産しているのである。
　これに対して，貨幣賃金の下限は，労働力の価値の最低限によって規定さ
れるものである。それは，「その毎日の供給なしには労働力の担い手である人
間がその生活過程を更新することができないような商品量の価値，したがっ
て，肉体的に欠くことのできない生活手段の価値」（Kap．1・181）を意味
するものであり，「賃金の生理的最：低限界」（Werk．16．148）とされるもの
である。貨幣賃金がその最低限まで低下するならば，「労働力は萎縮した形
態でしか維持されることも発揮されることもできない」（Kap．1・181）と
いうことになるのであり，資本は，「正常な品質の労働力」（Kap．1・204）
を確保することができなくなる。貨幣賃金がその「生理的最低限界」に達す
ることは，労働者のみならず資本それ自体にとっても死活問題に関わるので
ある。しかし，資本は，賃労働を「正常な品質の労働力」として維持するた
めに，積極的になんらかの運動をおこなうということはない。貨幣賃金を増
大させるために，資本蓄積を増進させるということはないのである。「賃金
の生理的最低限界」は，資本によって保証されるわけではなく，労働者が賃
金闘争を通して自から獲得していくものである。資本は，「労働者の自己維持
本能と生殖本能」によって，「労働者階級の不断の維持と再生産」という「資
本の再生産のための恒久的な条件」（Kap．1・600）を確保しているのであ
る。かくて，貨幣賃金の上限は，資本蓄積の自己運動を通して規定され，そ
の下限は，労働者自からの賃金闘争において確保されることになるのである。
　資本蓄積の運動を通して貨幣賃金は上昇と下落の運動をお・こなうのである
が，産業循環の一周期においては平均的貨幣賃金が形成されることになる。
その平均貨幣賃金率Wを消費財の市場生産価格P，で割ったものが実質賃金率
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である。ここでは．実質賃金率を産業循環の一周期を通して形成されるもの
とするのである。それは，資本蓄積の産業循環の動態にお・いては労働の価格
が変動するのであり，その労働の価格の変動を通して労働力の価値が規定さ
れることになるということに対応するものである。
　労働力の価値は，「労働力の所持者の維持に必要な生活手段の価値」（Kap．
1・178）によって規定されるのであるが，労働力の価値をかかるものとして
の水準において規定するのは，資本蓄積の動態につれて変動する労働の価格
の上昇と下落，貨幣賃金の上昇と下落の運動を通してである。それ故，資本
蓄積の産業循環過程の考察においては，貨幣賃金率の変動が問題なのであり，
実質賃金率については，「水準」が論じられるにすぎないものとされねばなら
ないのである。
　置塩信雄氏は，「マルクスは賃金労働力の再生産に必要な実質賃金の水準を
考えたのに対して，われわれは，賃金労働力の再生産のために実質賃金がそ
こから離れることができない許容範囲を考える」（置塩〔8〕71ページ）とさ
れている。置塩氏は，実質賃金の上限と下限を明らかにすることによって賃
金労働力の再生産の機構が明らかになるとされるのである。置塩氏の問題と
される実質賃金とは，短期的に変動する貨幣賃金率と消費財価格によって規
定されるもののことであり，Wcv／P、（t）によって与えられるものである。そ
れは，本稿で規定した実質賃金率W／P，とは相違するものである。両者を区
別するためにW〔t）／P2Ct｝として規定されるものを「実質賃金率」とする。し
かし，「実質賃金率」は絶えず変動するものであるとはいえ，賃金労働力の再
生産の機構は，貨幣賃金，労働の価格の変動には一定の「許容範囲」が存す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）ることを通して解明されねばならないものといえよう。
（3）置塩氏は，マルクスは「労働力市場の需給の緩急によって実質賃金率は下落，上昇
　するという見解をとっている」（置塩〔8〕57ページ〉とされている。しかし，マルク
　スが『資本論』第1部第23章において問題にしたのは，資本蓄積の動態と労働の価格，
　貨幣賃金の変動のことであり，労働力市場の需給の緩急によって変動するとしたのは，
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　資本蓄積の動態の考察においては「実質賃金率」の変動ではなく，貨幣賃
金率の変動が問題にされねばならないのは，二つの理由によるものである。
第1は，「実質賃金率」は，消費財価格と貨幣賃金の夫々の動態の複合として
変動するのであり，消費財価格と貨幣賃金の変動を規定する要因は，かなら
ずしも同一ではないということである。両者の供給構造は基本的に相違して
いるのである。ここで，消費財価格と貨幣賃金の騰貴率P，〔，．1）／P，〔t）．＝a2｛、t），
W〔，＋、）／W（，）＝z〔、）の関係についてみておこう。消費財についての需給の均衡
がとれているもとでは，次の関係式が成立する。
P2（t）　・X2｛v＝W（vlLict）（　1　十gict））　十L2（v（　1　十g2｛t｝　1
かくて，んt｝＝XUt｝／X2mとすれば，
P2（v＝Wc，｝iyl・んt）（1十91（t））十Y2（1十g2cv）｝
（5）からP2（t＋1｝／P2〔t）が求められる。
P2（t．v　一W［t．i）1　yi’hct＋i｝（　1　十gitt＋i））十g2・（　1　十g2ct＋i））　1
（5）
P2（t） Wcvj　gi　一h（v・（　1　十g，（t））十y2一（　1　十g2（t））1
　ここで，好況過程においては，h〔，＋1＞h｛，｝，　g、（t．D＞g、（，），　g2Ct．、）＞g、｛，）
であることを考慮すれば，a2cv＞z（，）を帰結することができる。それは，
W〔，）／P，〔，｝＞W（，＋1）／P2｛t＋1）ということでもある。即ち，好況過程においては，
社会的再生産が持続的に拡大されていくかぎり，たとえ貨幣賃金率の上昇が
生じるとしても，「実質賃金率」が低下していくということである。その際，
「実質賃金率」の低下を通じて，「労働者の消費制限が貫徹される」ものとし
て，その低下には，労働力の再生産それ自体が不可能になるという下がりえ
ない限界があるものとすれば（都留〔19〕113ページ），その限界点において
資本蓄積の上昇運動は停止を強制されることになり，そこに資本蓄積の産業
「実質賃金率」ではなく，労働の価格であり，貨幣賃金のことである。そこでは，明
らかに置塩氏の誤解があるものといえよう。
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循環としての動態の必然性，資本蓄積過程が循環運動を描くことの「最も基
底的な根拠」（同前）を求めることもできる。しかし，それは，資本蓄積の
自己運動過程として再生産の膨張と収縮という産業循環過程を説くというこ
とではなく，労働者の生理的最低限界確保という賃金闘争に産業循環の根拠
を求めるということでしかないのである。
　第2は，「実質賃金率」は，資本の蓄積需要の変動を規定する市場利潤率の
規定要因にはなりえないということである。第2‘薄蛯ﾌ市場利潤率について
は，確かに，「実質賃金率」をその変数として含むのであるが，第1部門の市
場利潤率については，「実質賃金率」ではなく，貨幣賃金率が変数とされるの
である。それ故，置塩氏は，γ1mについては「生産財で測った実質賃金率
（W／P，）」（置塩〔8〕77ページ）というものを規定されることになるので
ある。しかし，このW／P，とは，「労働一単位当り賃金で購入できる生産財の
量」を意味しているものである。労働者がどの程度生産財を購入しうるかと
いうことである。資本制生産のもとでは労働者は生産財の所有から全く排除
されているところにその大きな特徴があるのであり，労働力商品化の機構
資本関係の再生産とはまさしく生産財の所有からの労働者の排除を物質的基
盤として成立するものである。それ故，W／P、を変数として含むモデルは，
資本制生産の前提そのものに反するモデルということになるものといえよう。
　次に，本稿では労働者に支払われる賃金は「前払い」であると想定する。
マルクスは，賃金支払いの想定について，「貨幣が購買手段として機能するか
支払手段として機能するかは商品交換そのものの性質を少しも変えるもので
はない」としたうえで，「労働力の価格は，契約で確定されていても，家賃と
同じように後になってはじめて実現される。労働力は売られていても，後に
なってはじめて支払われる。だが，関係を純粋に理解するためには，しばら
くは，労働力の所持者はそれを売ればそのつどすぐに約束の価格を受け取る
ものと前提するのが有用である」（Kap．1・183）としている。
　現実には賃金後払いの方式が支配的であるとはいえ，「関係を純粋に理解す
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4）る」ために，賃金前払いを想定するということである。
　ここで，賃金の後払いを想定するものとすれば，消費財の需要は，当期の
労働者と資本家によるものだけであり，蓄積需要を含まないことになる。そ
れ故，消費財価格の変動が需給関係の不均衡によるものであるとすれば，そ
の不均衡を惹起する要因は，資本家の個人的消費の変動に求めるということ
になる（置塩〔8〕）。　しかし，資本家の個人的消費を問題にする場合，変動
するのはいわば薯三品支出の部分であり，生活必需品支出については基礎的
消費として固定的なものと想定されねばならないのである。それ故，資本家
の個人的消費の変動を問題にするということは，資本家の贅沢の仕方に消費
財価格の変動，再生産過程の動態の要因を求めることであり，資本蓄積のマ
ルサス的理解に他ならない。生産財と消費財の二財についての問題において
は，資本家の個人的消費の部分は捨象した方が「関係を純粋」に理解するこ
とができるものといえよう。
　賃金後払いの想定のもとで，消費財需要が労働者によるものだけであると
すれば（滝田〔17〕），そこでの消費財価格の変動は想定されえないか，想定
されうるとしても賃金の支払いが約束通りにおこなわれるか否かという経済
外的要因によることになるものといえよう。或は，労働者の消費財支出の性
向が100％ではないということ，労働者の貯蓄によって経済の変動が生じると
いうことになるのである。
　かくて，消費財価格の変動が資本蓄積の動態によって惹起されるという「関
係を純粋」に明示するためには，賃金の前払いを想定し，消費財の蓄積需要
の想定が必要であるといえよう。
（4）この点を全く逆にされているのは，置塩氏である。置塩氏は，賃金前払いの方が「よ
　り現実的」であり，賃金後払いの方が「数学的に簡単」（置塩〔8〕！46ページ）であ
　るとされているのである。
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fi）需要超過の再生産構造
一好況過程の前半期における市場価格の動態一
　好況過程を基本的に特徴づけているものは，再生産規模が持続的に拡大す
る過程であるということである。そのような動態が可能であるのは，余剰生
産財の増加率が累年にわたって増大し続けるということを物質的基盤として
いることによるものである。その余剰生産財の増加率の増大という傾向は，
第1部門の生産が第2部門の生産に比して急速に発展するという生産諸部門
間における発展の不均等性を惹起していくのである。この第1部門の急速な
発展は，蓄積需要の増大運動によって惹起されるという意味において，資本
の有機的構成の高度化によって必然化せしめられる第1部門の不均等発展と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）は区別して第1部門の「自立的」発展として規定されるものである。
　好況過程が第1部門の「自立的」発展を物質的基盤として展開するという
ことは，産出量の部門構成比率htt）＝X，C、）／X，（t｝が年々増大していくという
ことである。部門構成比と各生産部門の生産財の増加率πi，，FK，、，．v／K，｛，，一1
との間には，次の関係が存している。
　　　　　コσ，（1＋9、tt一、｝）
　んm＝　　　　1　一x，（　1　十g，｛t－i，）
　　　　　x2（　1　＋g2（t））
　hf，）　＝＝
　　　　1　一x，（　1　十g，（t））
　　　　　　　　　　　　　　　　　（但し，　bi（v＝9tct））
（5）第1部門の不均等発展と「自立的」発展については，拙著『再生産表式論の研究』
　ミネルヴァ書房，1973年。第8章第1節において，更には，拙稿「第1部門の『自立
　的』発展と不均等発展について」『経済学会雑誌』10－2，1978年。において論じたこ
　とがある。尚，第1部門の「自立的」発展の故に，両部門の市場利潤率の運動に相違
　が生じるのである。この点，滝田和夫氏は「第1部門利潤率の独自的・先行的運動J
　の根拠を「資本蓄積の全運動の起動力が資本家の投資行動J（滝田〔16〕90ページ）に
　求めようとされている。そこでは，両者の論理連関が明確ではないものといえよう。
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　二つの式から，91、V＞9Ut一、）であれば91〔V＞g2｛t［なる関係を導出するこ
とができる。第ユ部門の生産財の増加率，或は，第ユ部門の産出量の増加率
bi〔t，＝X　1｛t．、［／X1｛t｝一1が年々増大していけば，第1部門の産出量の方が第
2部門のそれより大になるということである。産出量のそのような動態は，
需給関係においては，第1部門の超過需要が年々増大していき，しかも，第
1部門の方が第2部門より超過需要の程度が大であることとして現出するも
のといえよう。それは，超過需要について第1部門の累積的拡大と部門間の
不均等性を想定するということである。
　好況過程においては，超過需要が構造的に，且つ持続的に発生するものと
されるのであるが，それは，再生産規模の拡大が継続し，拡大再生産と蓄積
が持続的におこなわれることに物質的基盤をもつものである。超過需要の発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ生機構は，資本蓄積の動態においてこそ解明されるのである。それは，資本
蓄積率が「均衡蓄積率」より上方に乖離することが「過剰蓄積」として規定
され，その乖離の累積的に拡大することが「無制限的な蓄積と拡大再生産」
という資本の本性それ自身に求めるということでも，又，資本の本性と個別
諸資本の相互強制にもとつくものとして追加投資の一時期への集中を前提す
るということでもないのである。
　生産財の超過需要は，その成長率の増大傾向を反映して年々増大する傾
向にあるのであるが，，その時，生産財価格の市場生産価格P1からの乖離率
eUt、＝P、，v／P1も増大する傾向にある。市場供給価格は市場生産価格によっ
て規定されるものとすれば，超過需要の変化率と乖離率の関係は，次のよう
になる。
qict＋1）　Xlct．v　一Pl（　el｛t．1｝一　1　）
quv　’@Xict｝’Pi（eict）一1）
　　　一（・＋・il・1）・（絵焉1）
上式において，乖離率が年次的に増大すれば，即ち，
（6）
e1【t＋1）＞e“vであれ
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ば，明らかに式全体は1より大である。好況過程においては，生産財価格は
その市場生産価格から益々乖離していく傾向があるということである。市
場価格の騰貴率ai（，）とその市場生産価格からの乖離率eiωとの間には，
ai〔tFei〔t．1｝／e、｛t｝という関係があることより，　el〔，＋1｝＞e1〔t｝であれば，
al（v＞1でもある。即ち，生産財価格の騰貴も持続的に生じるということで
ある。
　生産財の超過需要が消費財のそれを凌駕する時，生産財価格の乖離率e1（v
は消費財価格の乖離率e2ωより大である。
91：1：一締惣…島　　　　　（・）
　ここで，X、（，）／X，cv＞1，P1＞P，（第1部門の資本構成比が高いことから）
であれば，q，〔v＞q2Ct）であるためにはeUt）＞e2（vでなければならない。し
かも，それは相対価格が上昇する傾向Puv／P、｛，｝＞Pl／P，にあるということ
でもあるから，生産財価格の騰貴率auvが消費財価格の騰貴率a2（t｝よりも
大であるということ，a1（v＞a、（，｝をも意味しているのである。
　かくて，好況過程の前半期においては，生産財価格が年次的に騰貴し，し
かも，消費財価格の騰貴率より大であることがいえよう。このal（t＋1｝＞al（V，
a圃＞a、（t〕の関係が，市場価格騰貴の不均等性ということである。
　生産財価格の累積的騰貴と市場価格の不均等騰貴の傾向は，好況過程の再
生産構造に一定の影響を与えるものである。それを差当りは市場利潤率の動
態についてみてお』こう。第1部門の市場利潤率の変動状me　r、〔t＋1）蓬rl（，〕を
調べるためには，市場利潤率の規定より，P，〔，＋1｝／（x1　’Pl（t｝＋W・Y1）と
P1／（xl・P，＋W・Y1）との大小関係をみればよい。
　　　Pi（t＋i）　Xi’Pi十W・Yi
　Xi’Pi（t）十W・Yi　Pi
一。1．，1、1箒1“、／P1・（…＋W・・i／P1）　　　（・）
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　ここで，el（t．1）＞elCt｝であることより，上式は常に1より大である。即ち，
r，｛，．、）＞Tl（，）。生産財価格が年次的に増大していく時には，第1部門の市場
利潤率も漸次的に増大していくことになるのである。
　市場価格の変動によって両部門の市場利潤率がいかなる関係を惹起してい
くかを調べるためには，t＋1期における両部門の市場利潤率の大小関係を検
討すればよい。その際，市場利潤率の定義より，el〔t＋D／（x，・e1｛t）＋W・g1／P，｝
とe，〔，＋1）／（x、・　e、｛，）　・P＋W・Y2／P、）との大小関係をみればよい。但し，
P・＝P，／P2であり，市場生産価格についての相対価格比を意味している。
　　　　eut＋1｝　x2・euv・P十W・　y2／P2
　Cl’el（v十W’　Yl／Pl　e2tt＋v
　ここで，P＞Xl，　P＞Y、／Y，，であれば，　elc，＋、）＞e2【t＋1）に対して，上式は
常に1より大である。即ち，eu，．1、＞e，、t．1，に対して，　r、o＋1｝＞r2〔t．1）であ
るということである。生産財価格が消費財価格よりその市場生産価格からの
乖離率，従って，騰貴率が大であれば，第1部門の市場利潤率は第2部門の
市場利潤率より大であるということである。市場価格の不均等騰貴のもとで
は，市場利潤率の増大も不均等におこなわれるのである。
　市場利潤率が第1部門の方が大であり，しかも第1部門のそれが年次的に
増大していくということは，生産財に対する蓄積需要，追加生産財への投資
が第1部門について比重が高くおこなわれ，しかも，それが年次的に増大し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）ていく傾向にあるということを意味するものといえよう。新投資需要の動向
が市場利潤率の動態によって規定されるものとすれば，それは当然の推論で
（6）生産財に対する蓄積需要の構造が第1部門の偏重として展開することを，「需要構造
　の歪み」（二瓶〔23〕41ページ）とされることがある。しかし，「価格の不均等騰貴」
　を惹起するものとしての需要構造を「歪み」として規定することは適切ではないであ
　ろう。好況過程の現実的展開において「歪み」のない需要構造は想定されえないので
　ある。そこでは，「均衡蓄積軌道」からの乖離iとしてのみ産業循環過程が把握されると
　いうことの理論的前提が問題であるものといえよう。
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もある。「資本主義的生産の刺激」（Kap．　IH・269）として，資本蓄積の現実
的動態過程を直接に規制するものは，市場利潤率の動態に他ならないのであ
る。
7・1α＋1［＞rl｛t｝ということから
ig．（t）〉，1．uLvi（t）
　　　　K1川Kl｛t＋1）
rl（t＋1｝＞r2（t＋1｝ということカ・ら
li／｝．Lld2［t　1）＞llz／s一1一±u｛t＋1）
　Kl（t＋1｝　　　　K2（t＋n
　以上のことから，91〔t＋1）＞91〔t｝，91〔t＋1）＞g2｛t＋1）。即ち，第1部門の成長率
（又は，産出量の増大率）が年次的に増大し，しかも第2部門のそれより大
であるということである。
　かくて，好況過程の前半期においては，両部門の発展の不均等性より超過
需要の不均等構造が生じ，それが市場価格，市場利潤率の不均等な上昇を惹
起していくのであるが，その市場価格，市場利潤率についての不均等な増大
は，新投資需要の不均等性を惹起していくのである。しかし，それは，両生
産部門の発展の不均等性，第1部門の「自立的」発展の構造を再生産するも
のでしかないのである。第1部門の「自立的」発展の「自立性」がより一層
強められ，より大なる超過需要が創造されていくことになるのである。需要
超過の構造が拡大的に再生産されていくところに好況過程の前半期の特徴が
存するのである。それは「投資が投資を呼ぶ」ということでもあり，資本制
生産の無限界的発展傾向の現実的顕現に他ならないのである。
　需要超過の再生産構造を生みだす物質的基盤は，第1部門の「自立的」発
展に存しているのであるが，しかし，そのことは，杉浦克己氏の指摘される
ように，市場価格の高騰による資本蓄積の加速的展開が，好況過程において
は「補足的要因」として機能するにすぎないということではない。
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　杉浦氏は，拡大過程の端緒となるものは，固定資本の純投資，新生産方法
の追加による粗投資の増大，労働者の消費需要の高まりということであり，
それらを基本条件として「累積的拡大過程」＝「需要超過・価格上昇を伴う
資本蓄積の加速過程」（杉浦〔11〕（1）151ページ）が展開するとされ，そ
の「累積的拡大過程」においては，「消費財価格が上昇してくると，貨幣賃銀
の上昇要求が強まり，労働力需要が強まるという状況も幸いして，貨幣賃銀
上昇も起りうる」のであるが，しかし，そこでは，「上昇する購買価格が基準に
なりながら，そのうえで超過需要状態にあるので，購買価格を上廻って価格
が上昇し，利潤率がさらに引上げられることになる」のであり，それ故，「総
賃金・消費財需要と消費財生産の累積的拡大を含むこの累積過程においては，
労賃の上昇が，直ちに利潤を削減するわけではない」として，「このようにし
て利潤率は上昇するが，ここで注意すべきは，価格が貨幣賃銀より急速に上
昇するから，はじめて，資本蓄積可能な高さの利潤率に達するというわけで
はなくて，すでに，新方法の善及とともに，資本の価値増殖可能性・資本蓄
積可能な利潤率水準が確定されているのであって，価格の貨幣賃銀以上の騰
貴は，利潤率を一層高め，資本蓄積を一層加速化する補足的要因にすぎない
ことである」（同前，152ページ）とされているのである。
　ここで，好況過程の前半期において相対的過剰人口の存在が想定されうる
状況のもとでも貨幣賃銀の上昇が生じるとされ，それは労働者の側からの消
費財価格の高騰による賃上げ要求によるものであるということには問題があ
るものといえよう。理論上の問題としては，相対的過剰人口の存在が想定さ
れうるかぎり，貨幣賃銀の上昇はないものとされねばならないのである。勿
論，杉浦氏においては累積的拡大過程において貨幣賃銀よりも市場価格の騰
貴が大であり，それ故，市場利潤率も上昇するとされているのであり，そこ
での貨幣賃銀騰貴を決定に重視されているというわけではない。
　第2の問題は，好況過程の基軸的要因はなにかという問題である。確かに，
利潤率が「資本蓄積可能な水準」になければならないといえよう。しかし，
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それは，好況過程の端緒においての問題である。資本蓄積可能な利潤率水準
のもとでは，需要超過の再生産構造が必然的に展開せざるをえないのであり，
そこにこそ資本制生産の本質的特徴が存しているのである。市場価格の高騰
による市場利潤率の増大，需要超過の再生産構造は，好況過程の基本的要因
ではあれ，決して「補足的要因」として規定されるものではないのである。
皿）賃金騰貴と市場利潤率の動態
一好滉過程の俊羊期の動感一
　市場価格の不均等騰貴を基軸として展開する需要超過の再生産構造は，資
本の本性をそれ自体として実現するものであるとはいえ，決して永続性のあ
る資本蓄積の運動ではない。市場価格の不均等騰貴の構造そのものが，今度
は，資本蓄積の累積的増大運動を逆転せしめていくのであり，更には，相対
的過剰人口の減少とともに始まる賃金騰貴がその逆転を決定的にすることに
なるのである。ここでは，（t＋k）期と（t＋k＋1）期との間において，生
産財価格が騰貴しながら消費財価格の水準が一定の場合と，（t＋n）期（但
し，n＞k）において，貨幣賃金率の上昇が始まったことによる市場利潤率の
動態についてみておこう。
　市場価格の不均等騰貴の構造とは，生産財価格の騰貴に比して消費財価格
がそれほどには騰貴しないということである。その構造が累積的に拡大され
ていくならば，一定の時点において，生産財価格のみが騰貴を統け，消費財
価格が一定水準を維持するという状況が抽象されうるものといえよう。それ
は，（t＋k）期と（t＋k＋1）期との問において，生産財価格の騰貴を想定
しながら，消費財価格の水準については一定であると想定するということで
ある。その場合，第1部門の市場利潤率の動態については，状況の変化はな
い。即ち，生産財価格が騰貴し，市場生産価格からの乖離率が増大するとい
うもとでは，第1部門の市場利潤率は，増大傾向を示すということである。’
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al｛t＋k＋1）＞a1｛，．。），　e1（，＋k．、〕＞e1〔，＋k）の時には，　r1〔，＋k＋1）＞Tl（t＋k｝であるので
ある。それは，第1部門における生産財に対する蓄積需要は依然として大き
いということでもある。
　消費財価格の水準が一定の時，即ち，a2〔，＋k）＝1の時，第2部門の市場利
潤率の動態，従って，T，C，＋k＋1）とr，〔，．k）との関係は，次の関係をみればよい。
銑．P県ll講．，、・銑’P1〔貰｛1ξ陶2　　　（・）
　この式において，P2〔t＋k＋1｝／P2（t＋k）＝1，P，〔t＋k）＞Pict＋k－Dであることから，
上式は，常に1より小であることがわかる。即ち，a1〔t．k一、｝＞1，a，〔t＋k）・＝＝1
であれば，T2〔t＋k＋1）〈r2（t＋k｝であるということである。生産財価格の騰貴に
比して消費財価格の騰貴が微弱であるという状況のもとでは，いずれは第2
部門の市場利潤率は低下傾向に転化することになるのである。生産財価格が
費用価格の構成部分として消費財価格を構成するが故に，市場価格の不均等
騰貴の構造は，一定の時点において，第2部門の市場利潤率の低下をもたら
すことになるのである。
　生産財価格が騰貴しながらも第2部門の市場利潤率が上昇を続けることが
できるのは，消費財価格の騰貴率が前期の生産財価格の騰貴率より大である
という場合であり，a，｛，．k｝＞a1（，＋k．1［の時に，そのようなもとでr，（tk＋、）〉
γ2Ct．k〕でありうるのである。
　第2部門の市場利潤率が低下傾向に転化するということは，生産財につい
ての蓄積需要のうち第2部門からのものは鈍化傾向を示すことになるという
ことである。r2（t＋k＋1）＜r2（t．k）になれば，資本蓄積の運動について，　g2Ct＋k）＞
g2（t．k＋、）という状況が惹起されるということである。市場利潤率が「資本主
義三生産の刺激」として規定され，その動態によって蓄積需要の大きさが規
定されるものであれば，それは当然の帰結である。然るに，g、｛t＋k＋1｝〈g、〔t＋k〕
という関係が三分大なる大きさにおいて生じるならば，即ち，第2部門の成
長率の減退が一定値以上のものになるとすれば，生産財に対しての蓄積需要
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の絶対的大きさそのものが減少することにもなるのである。それは，生産財
についての需要超過から供給過剰への逆転の契機をなすものである。第1部
門の側での生産財についての蓄積需要が高水準を維持して，第2部門の蓄積
需要の減退を相殺するかぎりにおいて生産財の需要超過の傾向は堅持されう
ることになる。第1部門の成長率が大であり，そのより急速な発展と拡大が
おこなわれるかぎりにおいて，第2部門の生産財需要の減退が生じたとして
も生産財の供給過剰が惹起されるとは限らないのである。
　しかし，その際，第1部門の旺盛な生産財需要の持続する現実的根拠が存
在していなければならない。そのようなことは偶然的要因によって生じるこ
とがあるとしても，第1部門の加速度的蓄積が持続的に可能であるというも
のではない。それ故，第2部門にお・いて生じた生産財の蓄積需要の減退は，い
ずれかの時点において生産財の需要超過を供給過剰へと転化せしめていくもの
として作用するものといえよう。かくて，第2部門の市場利潤率が生産財価
格の騰貴の故に低下することによって，生産財に対する需要が全体として減
少するにいたるということは不可避であるものといえよう。市場価格の不均
等騰貴の構造は，好況過程の持続的展開を可能にする契機でもあるが，いま
や，それ自体が需給関係の逆転の契機として作用することになるのである。
　確かに，資本制生産においては，利潤率の低下が生じれば，直：ちに資本蓄
積の抑制される機構が存しているわけではなく，利潤率の僅かの低下に感応
して資本蓄積の減退や停止が惹起されるというわけのものではない。しかし，
市場利潤率が低下傾向を示すにおいて，需要超過の再生産構造がもはや虚空
の乱舞を演じることが出来ないということ，そのような運：動に一定の限界が
存するというそのことがいずれは蓄積需要の減退を惹起するにいたるのであ
り，資本蓄積に対する抑止として作用するということなのである。
　生産財が供給過剰になるということは，蓄積需要の減退によるものであり，
余剰生産財の供給の方が大であるということである。
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　：1・Plct＋k＋1｝十W・　yl　　P1〔t＋k＋1｝
　alc，＋k＋n＝P、（，＋k．、）／p、〔、＋k＋1｝＜1，p、〔，＋k＋1）／p，〔、．k）≧1であれば，上式
は常に1より小であることより，r、（t＋k．2｝〈ハ（t．k＋1）なる関係が現出するこ
とになる。生産財価格が騰貴から下落へと転化することになれば，第1部門
の市場利潤率が低下傾向に転化するということである。それは，更には第1
部門の側からの生産財についての蓄積需要の減退を惹起するにいたるもので
ある。
　ql｛t．k．，）＜0より，生産財価格が下落傾向に転化するならば，その際，消費
財価格の水準がほぼ近似的に維持される場合には，第2部門の市場利潤率は
上昇することにもなるのである。生産財についての蓄積需要の構造に変動が
あるとしても，全体としての労働力需要は一定の増：大を示すのであり，それ
故，消費財需要についてもその供給に照応する程度の増大が想定されうるも
のといえよう。
　　　P2（t＋k＋3）　　　Xl・P1｛t＋k＋n十W・y、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
　q、（t＋k＋2）＝Xlct＋k＋2ジP1〔t＋k＋v（a”t＋k＋1）一1）　　　　　　　　　　　　（10）
上式において，q、〔t＋k＋2）〈0であることが，生産財の供給過剰ということで
ある。その際，al（，＋k＋、）〈1であり，生産財価格が下落することになる。然る
に，第1部門の市場利潤率の（t＋k＋1）期と（t＋k＋2）期との動態関係
は，次の式において与えられることから
　　　Pl｛t＋k＋2）　Xl’Pl（t＋k）十W’gl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
　Xl’Pl（t＋k＋2）十W’Yl　P2ct＋k＋2）
　上式において，P、｛t．k．ト2｝＜P、ct．k＋1）であり，P、（t．k＋3）／P2｛t．k＋，｝＝＝　a2（，＋k＋，）＝1
であれば，r20＋k＋3）＞r2（t＋k＋2）なる関係が惹起されることになる。生産財価格
が下落し，消費財価格が一定水準であれば，第2部門の市場利潤率が上昇す
るということなのであるが，そのことは，生産財に対しての蓄積需要が第2
部門の側では増大するということである。即ち，第2部門の成長率が増大す
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るということでもある。g、C，＋k．3｝＞g，〔，＋k．、｝。それ故，この時点では，生産財
に対しての蓄積需要の構造が，第1部門の側での減少傾向と第2部門の側で
の増大傾向という関係を含むことになるものといえよう。蓄積需要の構造が
第1部門の増大と第2部門の停滞という関係から逆転したのである。それは，
市場価格の不均等騰貴の構造が惹起した生産財に対しての蓄積需要の雁行的
運動形態に他ならないのである。そこに，好況過程の展開が直線的に進展し
えない現実的根拠が存するものといえよう。
　需要超過の再生産構造のもとでは，資本構成一定の蓄積が支配的であるこ
とから，資本蓄積の進展に伴って労働力需要も増大するとされたのである。
しかし，それは，好況過程にお』いて新生産方法の導入が全くおこなわれない
ということではない。特別剰余価値の獲得を目指して，生産：方法の変革は絶
えず毎日のように行なわれるのであり，新生産方法の導入も試みられるので
あるが，社会的総資本のかなりの部分は，「ある期間は，その諸成分の与えら
れた平均比率の基礎の上で蓄積を続ける」のであり，「すぐそばではすでに新
しい方法が採用されているのに無事に存続している旧来の生産：方法の基礎の
上で絶えず資本が増大し，したがってまた生産が拡張されるJ（Kap．　m・192）
ということの故に，社会全体としての生産力水準の上昇としては結果しない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）のであり，資本の有機的構成の変動としても顕現しないのである。
（7）マルクスは，資本の単なる量的増大は，資本の生産力の増大をも含みうるものであ
　ることについて，次のように指摘している。「再生産の考察においては，さしあたり，
　生産方法は同じままである，ということ，また，それは生産が拡大する場合でもしば
　らくはそのままである，ということが前提とされる。この場合は，生産される商品量
　がふえるのは，より多くの資本が充用されるからであって，資本がより生産的に充用
　されるからではない。しかし，資本の単なる量的増大は，同時に，資本の生産力が増
　大するということをも含むのである。資本の量的増大が生産力の発展の結果であると
　すれば，逆にまた，この生産力は，より広い拡大された資本主義的基礎という前提の
　うえでも発展するのである。この場合には相互作用が起こるのである。それゆえ，よ
　り広い基礎のうえでの再生産，蓄積は，たとえ最初は生産の量的な拡大として一同じ
　生産条件のもとでより多くの資本をもって一現れるにすぎないとしても，一一定の時点
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　好況過程の前半期において，旧来の生産方法の基礎の上で資本蓄積がおこ
なわれ，追加的にのみ新生産方法の導入がおこなわれていくものとすれば，
労働力需要は持続的に増大していくことになる。その労働力需要の増大に対
して，相対的過剰人口が存在し，労働力供給が対応的であるならば，貨幣賃
金率の上昇は想定されえない。しかし，相対的過剰人口の澗渇とともに貨幣
賃金率の上昇が始まることになるのである。貨幣賃金率の上昇は，市場利潤
率の動態に一定の影響を与えるものである。ここではその点を明確にするた
めに，（t＋n）期（但し，n＞k）にいたって市場価格水準にして変動がない
ものと想定してお』＜。そのような想定は，全くの抽象であるというわけでは
ない。生産手段の「懐妊期間」が好況の後期には終えることになり，その「商
品生産能力の増加」（種瀬〔18〕9ページ）が現実化することによって需給が
均衡することになる。そのような状況のもとで（t＋n）期から（t＋n＋1）
期にかけて貨幣賃金率の上昇W〔t＋n＋1）／W〔t＋n｝・・Z〔t＋n），Z【t＋n｝＞1が生じる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）ものとして，市場利潤率の変動状況をみてみよう。
　第！部門の市場利潤率の動態rl〔，＋n）■　ri【t＋n＋1｝については，次の関係を検
討すればよい。
　になればつねにまた，質的に，再生産を行う諸条件の生産性の増大としても，現れる
　のである。だから，生産物量の増大は，拡大再生産一蓄積一における資本の増大に単
　純に比例するだけにとどまらないのである」（Meh，　H・522）。
（8）二瓶敏氏は，「過剰蓄積過程（好況過程と同義……引用者）において生産手段の価格
　騰貴のテンポは労賃騰貴のテンポを上まわるという一般的傾向」が結論されるとされ，
　　「この傾向は，労賃を『最低価格に制限』しつつ生産を無制限的に発展せしめる資本
　主義の本来的傾向が価格変動の場においてとる形態である」（二瓶〔22〕（下）62ペー
　ジ）とされている。しかし，好況過程の前半期において相対的過剰人口の大量の存在
　が想定されるもとで労賃騰貴のテンポそのものは問題になりえないものといえよう。
　生産財価格の騰貴率と労賃騰貴率のテンポが問題になるのは，好況過程の後半期にお
　ける問題である。しかし，それは「資本主義の本来的傾向」の価格変動における顕現
　ということではない。そのようなものは，生産財価格と消費財価格の不均等騰貴の構
　造にこそ求められねばならないものといえよう。
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　ここで，PUt＋n＋、）　・・P1〔t＋mであるとすれば，　P1（t＋n｝≧P1（t．。一vでもあるこ
とから，貨幣賃金率が上昇するものとすれば，W｛，＋n＋1）＞W（t＋n），　z〔t＋n｝＞1
であることから，上式は常に1より小である。即ち，a、〔t＋n）．・＝1，Z｛t＋n｝＞1
のもとでは，T、（，＋n＋、）〈rl（t＋n）であり，市場利潤率は低下傾向を惹起するにい
たるということである。又，第2部門についても，a2（t＋n）、＝1，a1｛t＋n，1）≧1
であれば，賃金騰貴の傾向，W、t＋n＋”＞W，，＋n｝に対して，市場利潤率の下落，
r，〔t．。．1）〈r，（t．n）の関係が成立することになる。生産財と消費財について，ほ
ぼ需給関係が均衡しているもとで，資本蓄積がなおも強行されるならば，当
然，労働力需要の増加があり，それ故，貨幣賃金率の騰貴が生じることにな
るのであるが，そのような状況のもとでは，両部門の市場利潤率の動態は低
下傾向に転換することになるのである。
　又，市場価格の騰貴が僅かながら生じている場合には，その市場価格の騰
貴率より貨幣賃金率の騰貴率の方が大きければ，市場利潤率は低下傾向に転
ずることになる。生産財価格の騰貴率の方が消費財価格の騰貴率より大であ
るとすれば，即ち，a、〔t＋n｝＞a2α＋n｝であれば，　Z〔t＋m＞a2〔t＋m，ということに
なるのである。従って，Wct＋n＋1）／P2ft＋n＋1）＞W｛t＋n｝／P、（，＋n｝ということ，即ち，
「実質賃金率」が上昇するということである。
　市場利潤率の下落の傾向への転化は，生産財における蓄積需要の減少を
いずれは惹起していくことになるのであり，第1部門の成長率が減退する
9i（t．n）＞9i（t＋。＋1）という状況のもとでは，生産財における供給過剰の発生，従
って，生産財価格の下落と第1部門の市場利潤率の更なる下落を惹起するこ
とになるのである。第1部門における生産拡大の減退傾向が出現するに及ん
で，生産財価格の急速な下落が惹起されていくのである。これに対して，消
費財価格については，貨幣賃金率の騰貴による消費財需要の堅調の故に，そ
れほど大きな変動はないものといえよう。
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　生産財価格の高騰と貨幣賃金率の上昇を契機に，両部門の市場利潤率の低
下が生じ，それは生産財についての蓄積需要の減退を惹起するのである。そ
の蓄積需要の減退が消費財の蓄積需要の減退にまでたちいたり，消費財の供
給過剰を惹起するものとすれば，消費財価格の下落が始まることになる。そ
れは，好況過程の展開を規定した需要超過の再生産構造が，供給過剰，市場
価格の下落，市場利澗率の低下，蓄積需要の減退，更なる供給過剰の現出と
いう供給過剰の再生産構造へと逆転したことを意味しているのである。
　種瀬三二は，W．　C．ミッチェルの『景気循環』を検討されて，「好況期の
資本蓄積が超過需要のもとで，新投資を促進し，商品生産能力を増加させ，
ついには最好況段階での過剰在庫，過剰蓄積を生み出すにいたる。そこで費
用増大を相殺するほどの販売価格上昇が妨げられ，利潤率低下に導かれるの
である」（種瀬〔18〕11ページ）と結論されている。それは，「膨大な統計的
資料を駆使」（〔18〕1ページ）して得られた結論からの示唆であるとはいえ，
市場価格の不均等騰貴の故に市場利潤率の低下を帰結する本稿における結果
と照応するものである。
　かくて，資本蓄積の運動過程は，市場価格の不均等騰貴，貨幣賃金率の上
昇という資本蓄積の運動それ自体の創出した契機の故に，下方累積的運動，
収縮過程へと転換することになるのである。しかし，蓄積需要の減退として
規定されるかぎりでの収縮過程は，上方累積的運動のいわば相殺の過程でし
かないのである。市場価格，市場利潤率の高騰が相殺され，需要超過の累積
的増大が供給過剰として現出することを通じて調整される過程であるという
ことである。それは，種瀬氏が「利潤率や利潤量のピークは，好況期最終の
最好況の段階ではなく，はるかにそれ以前の段階である」（種瀬〔18〕3ペー
ジ）とされていることに関わるのである。そのような意味での収縮過程は，
質的には拡大過程と同質のものであり，それ故，好況過程の後半期に属する
ものではあれ，決して再生産過程の中断，混乱としての恐慌を意味するもの
ではない。
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　供給過剰，市場価格の下落が生じるかぎりにおいて，それは商品が過剰に
生産されたことを意味しているのであり，市場価格の下落とはまさしく商品
の過剰を社会的に告知する指標なのである。しかし，そのような市場価格の
下落が直ちに再生産過程の中断と心乱を惹起するものではないのである。資
本蓄積は，その増大率を減少させるとはいえ，依然としておこなわれている
のである。供給過剰，商品の過剰生産がすべて恐慌であるというわけではな
いのである。供給過剰，市場価格の下落をして恐慌たらしめるものは，「資本
の過剰」である。資本が資本として機能しえなくなるという状況に立ちいた
るならば，市場価格の下落によって「資本主義的生産過程の擬乱と停滞，恐
慌，資本の破壊」が惹起されるにいたるのである。
　「資本の過剰」を契機にして社会的再生産過程においていかなる撹乱が惹
起されるかについては，次稿で考察することにして，ここでは，需要超過の
再生産構造を供給過剰の再生産構造へと転換せしめていく契機について従来
いかに問題にされてきたかをみておこう。かかる契機は，基本的には生産財
の蓄積需要の減退にこそ存するのであるが，問題は，その蓄積需要の減退を
惹起する契機とはなにかということである。それは市場価格の不均等騰貴と
貨幣賃金率の上昇に求められねばならないのであるが，二瓶敏氏は，価格の
不均等騰：貴による「資本の繋縛」と労働者階級の個人的消費の狭隆性である
とされているのである。二瓶氏は，好況過程をICi｝部門（1用生産財生産部
門）の自立的発展を主導者とする全生産の拡大として規定され，それはしp
部門の供給能力を飛躍的に高めることによって，やがて1、2）部門（II用生産
財生産部門）への生産手段の供給を大きく増加させることになるのであるが，
その際，1（2）より1【V部門の生産物の価格騰貴率が高ければ，「1｛2〕部門で
は旧不変資本の補填のために追加貨幣資本を繋縛しなければならない」（二瓶
〔23〕43ページ）ということが生じ，そのために1〔21部門では生産拡大のた
めの貨幣資本が大きく制限されることになり，膨張した1（，）部門からの生産
財供給を吸収しきれないという事態が起れば，「ここにIai部門の過剰生産が
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発生し，それの他部門への波及も生じうる」（同前）ことになるとされるので
ある。価格の不均等騰貴の故に，蓄積に予定されていた貨幣の大部分が旧不
変資本の補填のために繋縛されるということであり，「資本の繋縛」に蓄積需
要減退の契機があるということである。
　次いで，二瓶氏は，次のように指摘される。「だが，It2）部門が追加貨幣
資本の信用を受けるなどしてこの困難を乗りこえ，S（1〔n→1、m）を吸収し
たとすれば，1｛2｝部門の生産は飛躍的に伸び，第ll部門への生産手段の供給
は急増（使用価値量と価値額の増加および価格騰貴）する。ここに再び第II
部門における資本繋縛の問題が生じ，1（，）部門の生産を過剰ならしめ，これ
がICD部門の生産をも過剰にするという事態が起りうる。だが，第H部門も
この困難を乗りこえ，S（Ic2）→III）を吸収し，消費資料の供給を急増（使用
価値量と価値額の増加および価格騰貴）させたとすれば，ここに最後の障壁
が立ちふさがるJ（同前）。
　ここで，「最後の障壁」とは，個人的消費の二二性ということである。価格
の不均等騰貴によって「資本の繋縛」という困難が生じたとしても，信用な
どによりその困難は乗りこえられうるのであり，しかし，「狭隆な消費」によ
って第ll部門の再生産が阻害されることになるのであり，それは，「無制限的
な生産拡大に対する最後の・『究極の』制約要因」（二瓶〔23〕45ページ）を
なすということである。次いで，二瓶氏は，「三三な消費」による第II部門の
再生産の阻害の発生について，「第H部門に吸収された大量の生産手段は消費
資料の生産量を大きく増加させるとともに，その価値および騰貴した価格を
生産物に移転させることによって生産物の価格を高め，みたされたD（1［→1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）に応じてS（H→1）を増大させる。D（II→1）＞D（1→ll）はここにS（［
（9）二瓶氏は，このD（1→ll）＞D（1→ll）という関係こそは，「第1部門の不均衡的
　自立的発展を支える基礎的な構造」（二瓶〔22〕（下）58ページ）を意昧するものであ
　り，（1）「社会の消費を低い水準におさえたままで旺盛な投資が，従って生産拡大が行
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→1）＞D（1→II）に転化し，消費資料の過剰生産が生ずる」（二瓶〔23〕
44ページ）とされるのである。
　第ll部門の生産規模の拡大とともに消費財の供給：量も増加するのであるが，
そのことは第II部門の第1部門に対する生産財需要よりも第1部門の第II部
門に対する消費財需要が大であるという関係を，第H部門の第1部門への消
費財供給の方が第1部門の第H部門に対する消費財需要よりも大であるとい
う関係に転化させることであり，そのことが「消費資料の過剰生産」を意味
するものであるということである。第ll部門の生産財需要が第1部門の消費
財需要よりも大であることが好況過程を支えた基盤であるが，それが第fi部
門の消費財供給の方がその需要よりも大になるということである。消費財供
給がその需要よりも大になれば，消費財の過剰生産であるのは当然である。
それ故，そこでは，消費財供給を異常に増大させる契機，又は，消費財需要
を減退せしめる契機が問題とされねばならないのである。二瓶氏は，約言す
れば，前者は迂回生産の帰結するところであり，後者は「消費の狭隆性」に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）よるものであるとされているのである．
　二瓶氏の所説においてまず問題になるのは，価格の不均等騰貴の問題が，
「資本の繋縛」の問題に還元されてしまったことによって，過剰生産の顕在
　われること」，②「第II部門が生産手段購入のために投じた貨幣の全額が第ll部門に還
　流しないということを通じて，無制約的な生産拡大が社会の低い消費水準によって制
　約されること」（同前，60ページ）を表現するものであるとされている。ここで，「社
　会の消費を低い水準におさえる」ということは，賃金水準の低下を問題にしたもので
　はなく，賃金は労働力の価値に等しいということの別の表現とされねばならないもの
　といえよう。そうであるとすれば，「社会の低い消費水準」が「無制限的な生産拡大」
　を制約することの所以は，その消費水準の問題と切り離して論じられねばならないも
　のといえよう。
（10）二瓶氏は，労賃騰貴による利潤率低落を「商品の過剰生産の一表現」とされること
　から，「過剰蓄積過程において『実現』問題が解消されているならば，労賃騰貴はそれ
　自体としては，利潤率低落→蓄積減退という結果をもたらすとは言いえない」（二瓶
　〔22〕（上）15ページ）とされるのである。
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化の機構の解明に際して，市場価格の変動関係ということが全く欠落してし
まっているということである。二瓶氏は，価格の不均等騰貴は，「第1部門か
ら生じる消費需要と第II部門の消費需要とは第II部門による消費資料の供給
と一致する」のに対して，「両部門から生じる生産手段への需要は，生産手段
の供給を凌駕する」（二瓶〔23〕38ページ）という「需要構造の歪み」による
ものであるとされるのであるが，そうであるとすれば，生産財の供給が需要
を凌駕するにいたること，それ故，生産財に対する需要の減退の構造の解明
こそが問題とされねばならないものといえよう。市場価格の不均等騰貴の構
造は，蓄積需要の不均等構造によって惹起されるのであるが，しかし，一定
の時点では，その市場価格の不均等騰貴そのものが蓄積需要の動態に作用す
ることになるのである。それ故，そこでは，蓄積需要の動態が市場価格の変
動，市場利潤率の変動を惹起するものとして決定的に重要なのであるが，二
瓶氏においては，そのことが全く問題にされていないのである。
　第2の問題は，第1（2）部門，第ll部門の生産が飛躍的に拡大するとされる
その現実的根拠が明確ではないということである。第Ic2）部門において生産
財の吸収が大量におこなわれるということは，第ll部門の生産拡大の傾向が
大であり，H部門用生産財にたいする蓄積需要が大であるということによる
ものである。第H部門における急速な発展と拡大が想定されうる場合にのみ，
ll部門用生産財の旺盛な需要を想定することができるのである。しかし，第
ll部門の急速な発展と拡大を支える現実的基盤は，消費財の需要が供給を凌
駕し，その市場利潤率の上昇傾向が想定されることによってのみ与えられる
ものである。それ故，二瓶氏の所説が主張されうるためには，個人的消費が
低い水準に抑えられたもとでそれにもかかわらず消費財需要が持続的に増大
し続けることの根拠が明らかにされねばならないのである。
　第3の問題は，第2の問題とも関連するのであるが，消費財の供給過剰，
或は，その需要の減退の発生をいかに説くのかということについてである。
二瓶氏は，消費財の過剰生産は，「社会の消費を抑制しつつ1｛v部門を主導二
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とする全生産の拡大をもたらした過剰蓄積の必然の結果である。第ll部門の
過剰生産が利潤率急落を通じて同部門の蓄積を抑制し，次々とおしよせてく
る1用生産手段を，続いて1用生産手段を過剰ならしめてゆく」（二瓶〔23〕
44ページ）とされ，消費財の過剰生産の顕在を決定的契機として全生産部門
への過剰生産の波及を問題にされているのであり，そこでは消費財の過剰生
産は決定的に重要な位置にあるものといえよう。しかし，二瓶氏は，消費財
の過剰生産の必然性について，豆用生産手段が第1部門に「次々とおしよせ
てくる1ことによる供給能力の増大を指摘されるにすぎないのである。生産
財の生産は，いずれは消費財の生産に結実せざるをえないとはいえ，それは，
消費財の過剰生産の形成と顕在化の契機をなすものではない。そのような生
産の技術的，段階的諸関連の故に，資本制生産のもとで恐慌が必然的に生じ
るということではない。
　ところで，好況過程の終焉は，再生産過程が需要超過から供給過剰へと転
換することによってもたらされるのであり，それ故，その転化をいかに説く
かに恐慌と産業循環の理論の問題が集約されることになるのである。供給過
剰の顕在をいかに機構的に解明するかについては，供給能力の急増に基軸を
設定する方法と蓄積需要の減退を主に問題にする方法とがある。前者につい
ては，更に，固定資本投資の動態を分析の主軸に据える方法と労働者の個人
的消費の狭隆性の故にいずれは消費財の生産に比してその需要が相対的に低
下することを問題にする方法とがある。この両者は，いずれも，資本蓄積の
二面性を問題にしたものである。資本蓄積の需要創出効果と生産能力の増大
効果との間に一定の時間的ズレがあることから，資本蓄積が加速度的に展開
されるならば，一方では固定資本の巨大な産出能力の現実化を問題にするも
のと，他方では消費財需要の低下を問題にするものとその力点に相違がある
とはいえ，いずれは供給過剰への転化は必然であると説くものである。それ
らは，物理的耐用期間に規定される固定資本投資の循環として産業循環を説
明するということにおいて，或は，労働者階級の個人的消費の狭隆性を直接
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的に再生産表式分析に導入するということにおいて問題を残すものであるが，
ここでのより重要な問題は，蓄積需要，特に，生産財に対する蓄積需要の動
態に分析の力点がおかれないということにあるものといえよう。好況過程に
おいて資本蓄積が加速度的に展開すれば，いずれは供給過剰に転化するのは
必然である。しかし，産業循環過程とは，資本蓄積の自己運動過程として把
握されねばならないのである。再生産の膨張と収縮の周期的交替は，資本蓄
積の増大と減少の周期的運動によって惹起されるのである。それ故，そこで
は蓄積需要の動態こそが決定的に重要なのであり，資本蓄積が増大運動から
減退運動へとその蓄積様式を変更させ，蓄積軌道を転換させることにこそ，
需要超過の供給過剰への転化の根拠が求められねばならないものといえよう。
そこでは，産業循環の動態が資本蓄積の現実的動態的把握であり，「資本の自
己運動としての蓄積がもつその内部的衝動の顕現の形態」（高木〔14〕169ペ
ージ）として理解されるか否かが問題であるものといえよう。
］V）原料価格の変動と再生産過程の動態
一『資本論』第3部第6章の検討を中心に一
　マルクスは，第6章「価格変動の影響」において，原料は，「不変資本の主
要な一部分をなしている」ので，「原料の価格変動はそれだけ利潤率に影響を
及ぼす」として，「他の事情が不変ならば，利潤率は原料の価格とは反対の方
向に上下する」（Kap．皿・128）としている。その際，商品がその価値どお
りに売られることばかりでなく，「競争がひき起こす価格変動」をも考慮すれ
ば，「現実には，原料の価格が上がっても製品の価格はそれと同じ割合では上
がらず，また原料の価格が下がっても同じ割合では下がらないということが
見られる」ということから，「利潤率は，商品が価値どおりに売られる場合に
比べて，一方の場合にはより低く下がり，他方の場合にはより高く上がるJ
（Kap．　IH・129～30）ことになるのである。原料価格の変動が，現実の価値
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変動によって惹起されようとも，競争によってひき起こされようとも，それ
が利潤率に及ぼす諸影響の関係は，これで尽きるものといえよう。
　しかし，第6章においては，原料価格の変動が利潤率に及ぼす影響の検討
に留まらず，それが社会的再生産過程全体に及ぼす影響とその再生産過程か
ら受ける諸結果についても言及されているのである。それらは，産業循環の
動態の考察における論点を形成するものである。ここでは，原料価格の騰落
による再生産過程の撹乱の問題と原料価格の変動それ自体が再生産過程の動
態によって規定されるものであるとすることの2点についてみておこう。
　マルクスは，原料や補助材料は流動不変資本として「毎回の生産物販売に
よってそのつど全部が補填されなければならない」のに対して，機械は固定
資本として「その摩滅の程度」に応じて，しかも準備金の形で補填されれば
よいということ，更に，労働の生産力の増大は，「より多量の原料が一定量の
労働を吸収する割合に，すなわちたとえば一労働時間に生産物に転化される
商品に加工される原料の量の増大に，表現される」（Kap．　IH・130）という
ことから，「生産物の価格は，固定資本の価格からよりもずっと大きな度合い
で原料の価格から影響を受ける」（Kap．　m・129）ことになるのであり，更
には，「原料価格の騰貴が再生産過程全体を縮小したり妨害したりすることが
ありうる」（Kap．皿・130）としている。
　原料価格の変動が再生産過程の動態に直接的な関わりをもつのは，生産資
本の諸要素の還流に際して撹乱が惹起されることによるものである。
　マルクスは，「商品が売れて貨幣に転化されたならば，この貨幣の一定の部
分は再び不変資本の素材的要素に，しかも与えられた各生産部面の一定の技
術的性格が要求するような割合で，再転化されなければならない」（Kap．皿・
139）のであるが，原料価格の騰貴が生じれば，「商品の販売から得られる価
格が商品の全要素を補記するには足りなくなる」か，或は，「その価格が，過
程をその技術的基礎に適合した規模で続行することを不可能にし，したがっ
て機械の一部分しか運動されえなくなるか，または機械全体が平素の時間い
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っぱいは作業しえなくなる」（Kap．　IH・130）のであり，かくて，「急激な価
格変動は，再生産過程でのいろいろな中断や大きな衝突やまた破局をさえも
ひき起こす」（Kap．皿・140）ことになるとしているのである。
　原料価格の変動が急激であるのは，その生産の特殊性の故に供給が制約さ
れていることによるものである。本来の農業生産物，有機的自然から出てく
る原料などは，「制御のできない自然的事情，季節の順不順」などによる収穫
の変動のゆえに，価値変動が不可避であること，植物性や動物性の素材の成
長や生産は，「ある程度の自然的期間と結びついている一定の有機的法則に従
わざるをえない」ということ，これらの諸事情のゆえに，「不変資本のうちで
機械などの固定資本から成っている部分の生産と増加が，有機的原料から成
っている部分に比べてずっとはやく進んで，そのためにこの有機的原料にた
いする需要がその供給よりもはやく大きくなり，したがってその価格が上が
るということは，ありうることであり，また発展した資本主義的生産では避
けられないことでさえある」（Kap．　IH・140）ということである。
　原料や補助材料は，その供給が自然的条件によって制約されていることか
ら，発展した資本制生産のもとでは，機械生産が急速に拡大するために原料
供給がその需要に追いこされることになり，原料価格の急激な騰貴が不可避
になるということである。マルクスは，この原料価格の高騰の故に恐慌が発
生するということから，原料価格の騰貴と下落という周期的変動の過程と社
会的再生産過程の動態とがなんらかの関連におけるものとして，前者によっ
て後者が惹起されるものとして把握しようとしているのである。
　「資本主義的生産が発展していればいるほど，したがって不変資本のうち
の機械などから成っている部分を急激に持続的に増加させる手段が大きけれ
ば大きいほど，また蓄積が（ことに繁栄期に見られるように）急速であれば
一あるほど，それだけ機械やその他の固定資本の相対的な過剰生産は大きく，
また植物性や動物性の原料の相対的な過少生産は頻繁であり，それだけこれ
らの原料の価格の前述のような騰貴もそれに対応する反動もはっきりしてく
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る。したがってまた，再生産過程の主要な要素の一つのこのような激しい価
格変動を原因とする激しい動揺も，それだけますます頻繁になるのである」
　（Kap．皿・141）。
　マルクスは，原料価格の騰貴と下落との周期的変動を「原因」として，再
生産過程の膨張と収縮という激しい動揺，従って，恐慌と産業循環の動態が
惹起されるとしているのであるが，それは同時に，固定資本の過剰生産と流
動資本の過少生産とにおいて恐慌と産業循環の動態の機構を解明するという
　　　　　　（ll｝
ことでもある。
　しかし，原料価格の騰貴と下落が規則的，周期的に現れることが資本制生
産の発展とともに明瞭になってくるとはいえ，そのことがいかに社会的再生
産過程の激しい動揺を惹起するにいたるかは理論的に明確にされているわけで
はない。それはいわば「純事実的関係」を指摘したにすぎないものといえよう。
そこでの問題は，むしろ，資本制生産の発展するのにつれて，原料需要がそ
の供給を必然的に凌駕し，原料不足，原料価格の騰貴が惹起されるというこ
とにあるのである。それは，原料の需要が供給を超過するということ，従っ
て，原料不足という状況が「季節の影響すなわち原料を供給する労働の天然
自然の生産性の影響がなくても起こりうる」（Meh．　ll・517）ということで
ある。マルクスは，そのようなものとしての原料不足は，「剰余資本がそのい
ろいろな要素に不均衡に転化されることから生ずる」（同前）としている。剰
余資本の諸要素への転化が「不均衡」におこなわれるということは，社会的
総資本の再生産の問題としてみれば，蓄積需要が不均等構造であるというこ
（11）マルクスは，『経済学批判要綱』において，社会的総資本の再生産が円滑に進行しう
　るためには流動資本の固定資本への転化は，生産力水準に照応して「正しい比例性」
　においておこなわれることが必要であり，その「比例性」の撹乱されることによって，
　過剰生産と過少生産とが形成されるとしているのである。この点については，拙稿「『経
　済学批判要綱』における恐慌と産業循環の理論について」（ll・完）『経済学会雑誌』
　11－3，1979年，105～9ページにおいて問題にしたことがある。
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とである。蓄積需要の不均等構造の故に市場価格の不均等騰貴が惹起されて
いくのであり，生産財価格の急騰の故に需要超過の構造の逆転がもたらされ
るにいたるのであるが，マルク．スは，その急騰する生産財価格とは原料価格
のことであり，原料価格の騰貴の結果として恐慌が生ずるとしているのであ
　（12）
る。
　マルクスは，「再生産の現実の諸前提が欠けている場合」の「再生産の停滞」
について，それは，資本蓄積が急速に進むことによって，生産的資本の諸要
素の需要が非常に増大するために，「実際の生産がそれにまにあわず，したが
って資本の形成にはいる全商品の価格が上昇する」ことによって生じるとし
て，この「再生産の停滞」は，「可変資本の減少をもたらし，労賃の低下と充
用労働量の減少をもたらす。これはまたこれで，新たに価格に反作用し，価
格の新たな低下をひき起こす」（Meh．　H・495）としている。
　原料をも含めた生産財価格の急騰によって再生産の停滞が生じ，その再
生産の停滞は市場価格の下落を招き，再生産の撹乱，従って，恐慌へと進展
するということである。そこでは，「再生産の停滞」が生じるならば，なぜ，
それまで急騰した市場価格の下落が惹起されるのかは明確ではないが，市場
価格の急落を通して恐慌が問題にされようとしているのである。
　原料価格の変動に関わる第2の問題は，騰貴した原料価格の崩落に関わる
ことである。マルクスは，「（原料）価格の上昇が生産の拡張や供給に非常に
（12）マルクスは，『剰余価値学説史』においては，この原料価格の騰貴による恐慌の問題
　は，「生産資本の諸要素の還流の撹乱」から生じる恐慌であり，固定資本の過剰生産と
　流動資本の過少生産によって生じる恐慌として問題にしている。それは，「資本の流通
　（W－G・G－W）は，それ自身のなかに撹乱の諸可能性を含んでいる」（Meh，　ll・
　533）ことを明らかにするためのものである。『学説史』においては，「資本一般」の考
　察に際しては，「恐慌の一般的悪条件」は，「資本主義的生産の一般的諸条件」から説
　明されねばならないとされ，「資本の流通」のG－Wについて，「貨幣の商品の再転化
　は，いろいろな困難にぶつかり，恐慌の諸可能性を生みだしうるのであり，それは商
　品の貨幣への転化がそうであるのとまったく同様である」（Meh．　ll・534）とされて
　いるのである。
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目だって作用しはじめるときには，たいていはすでに転回点が現れていて，
そうなると，原料がそれを要素とするすべての商品の騰貴がかなり長く続い
たために需要は減退し，したがってまた原料の価格にも反動が現れる」（Kap．
皿・140～1）としている。原料価格の騰貴が再生産過程に反作用を及ぼすそ
の時というのは，蓄積需要の構造が需要超過から供給過剰へと逆転する「転
回点」においてのことであり，一方での原料需要の減退と他方での原料供給
の増大のために，「高い価格の崩落が始まる」（Kap．皿・141）ということで
ある。原料価格が上昇すると，原料が遠隔地から供給されるようになったり，
原料の生産が拡張されたり，或は，各種の代用品が利用されるようになるこ
とによって，その供給の増加が生じるのであるが，その原料供給の増加が原
料需要を凌駕するにいたるのは，原料需要そのものが減退することによって
である。原料需要の減退は，拡大再生産と蓄積が「転回点」を迎えたことに
よって惹起されるのである。それは，原料価格の騰貴の故に，生産資本の諸
要素の還流が掩乱されることによって恐慌が惹起されるとする論理とは，明
らかに相違するものである。原料価格の騰貴それ自体が恐慌を惹起するとい
うことではなく，蓄積需要の滅退を基軸として原料価格の突然の崩落が惹起
されるということである。
　マルクスは，原料生産に関連して，次のように指摘している。
　「原料の改良が現実に行われて，ただ：量的にだけではなく質的にも原料が
十分に供給されるようになり，たとえばアメリカ的品質の綿花がインドから
供給されるようになるためには，ヨーロッパからの永続的な，規則的に増大
してゆく，間断のない需要が必要であろう。とはいえ，原料生産部面は，た
だ発作的に，あるときはにわかに拡大され，次にはまた急激に縮小される」
（Kap．　M　’　143）．
　原料供給が十分になるためには，「永続的な，規則的に増大してゆく，間断
のない需要」が必要であるということは，機械生産の急速な発展と拡大とを
前提とするのであり，それ故，「原料の生産が機械などの生産にどんどん追い
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越される」という過程が大規模にくり返されるということである。しかし，
そのことは，原料生産部面が資本制生産の支配のもとに服するということに
他ならないのである。マルクスが原料生産部面は拡大と縮小の「発作」を繰
り返すとしたのは，その生産の特殊性の故に季節的変動が生じるということ
ではなく，資本制生産の支配と従属のもとに置かれるにいたったことによっ
て，資本制生産に固有の膨張と収縮の運動が強制されるにいたったというこ
とに他ならないのである。かくて，マルクスは，次のように結論しているの
である。
　「それゆえ，われわれが生産の歴史で最も近い現代に近づけば近づくほど，
ますます規則的に，そしてことに決定的な産業部門では，有機的自然から借
りてきた原料の相対的騰貴とそのあとに現れるそれの減価とが絶えずくり返
し入れ替わるのが見いだされるのである」（Kap．皿・143）。
　原料価格の周期的変動とは，再生産過程の膨張と収縮の動態によって惹起
されるものではあれ，その逆ではないのである。
参　考　文　献
〔1〕浅利一郎「資本の投資行動と利潤率・実質賃金率・相対価格一資本蓄積の2部一分
　析一」『法経研究』（静岡大）28－2，1978年。
〔2〕浅利一郎「循環的蓄積過程分析と再生産表式」『法経研究』（静岡大）30－2，1981
　年。　　　　　　　　　　　　　．
〔3〕阿部真也『流通行動と物価騰貴』ミネルヴァ警房，1974年。
〔4〕井村喜代子『恐慌・産業循環の理論』有斐閣，1973年。
〔5〕井村喜代子「『商品過剰論』と『資本過剰論』との区分の誤りについて」『一橋論叢』
　87－2，1982年。
〔6〕大内秀明「景気循環と物価変動」『東北大学教養部紀要』8，1963年。
〔7〕岡田裕之「恐慌の複合モデルー資本過剰と商品過剰一」『経営志林』（上）16－2，
　　（中）16－3，（下）16一　4，1979～80年。
〔8〕置塩信雄『蓄積論』（第2版）筑摩書房，1976年。
一65一
270
〔9〕小椋広勝「現代の恐慌とマルクス経済学の視点」小椋編『現代資本主義の循環と恐
　慌』岩波書店，1969年。
〔10〕清水正昭「恐慌論研究の現状と課題」『三田学会雑誌』74一　6，1982年。
〔11〕杉浦克己「恐慌の基礎理論」『社会科学紀要』（東大）（1）24，（II［）26，1974，6
　年。
〔12〕杉野囲明「諸資本の競争と資本の破壊」高木幸二郎編『再生産と産業循環』ミネル
　ヴァ書房，1973年。
〔13〕杉野幽明「資本価値の破壊に関する若干の問題」『立命館経済学』22－3／4，1973
　年。
〔14〕高木幸二郎『恐慌論体系序説』大月書店，1956年。
〔15〕滝田和夫「好況期における不均衡累積と賃金・価格・利潤率動向」『一橋研究』1－
　4，1977年。
〔16〕滝田和夫「市場利潤率と部門間資本配分」『一一橋論叢』80一・4，1978年。
〔17〕滝田和夫「景気循環における不均衡累積と均衡化」『経済経営論集』（桃山学院大）
　23－1，1981年。
〔18〕種瀬茂「好況期における価格・費用・利潤の変動」『一橋論叢』80－4，1978年。
〔19〕都留康「恐慌論体系におけるく生産と消費の矛盾〉概念の検討一富塚・井村・吉原
　理論を中心として一」『商学論集』（福島大）49－3，1980年。
〔20〕鶴田満彦「生産部門間の不均衡と価格機構」『経済学季報』12－3／4，1963年。
〔21〕戸原四郎『恐慌論』筑摩書房，1972年。
〔22〕二瓶敏「『過剰蓄積の内的構造』と過剰生産一過剰生産の形成についての一試論一」
　　『経営工学』（広島大）（上＞14－2，（下）15－！，1964－5年。
〔23〕二瓶敏「戦後日本資本主義の構造的危機把握のために」『社会科学年報』（専修大）
　10，1976年。
〔24〕松石勝彦「好況過程における生産手段生産部門と消費手段生産部門との関連」『経済
　研究』（一橋大）21－3，1970年。
〔25〕松石勝彦「好況過程の2部門分析一2．大部門間の関連の実証的・理論的分析一」『経
　済学研究』（一橋大）15，1971年。
〔26〕松石勝彦「好況期の加速度蓄積機構」『一橋論叢』75－5，1976年。
〔27〕松石勝彦「好況期における物価騰貴と賃金上昇の遅れ」『人文科学研究』（一橋大）
　15，1974年。
〔28〕松石勝彦「好況過程における利潤の増大・利潤率の上昇一好況過程分析第一章一」
　　『経済学研究』（一橋大）17，1973年。
〔29〕松岡寛爾「資本の絶対的過剰生産にかんする試論一競争論における考察一」『産業と
　科学』（静岡大）14，1964年。
〔30〕松岡寛爾「静かな均衡化と暴力的均衡化一競争論における試論一」『社会科学』（静
　岡大）13，1965年。
〔31〕松岡寛爾「利潤率の傾向的低落の法則と産業循環」『法国研究』（静岡大）17－4，
　1969年。
〔32〕安井修二「市場価格の産業循環的変動」『研究年報』（香川大＞19，1979年。
一66一
好況過程における市場価格と市場利潤率の動態　271
〔33〕安井修二「『生産と消費の矛盾』と恐慌論」『経済論叢』（香川大）53－3，1981年。
〔34〕安井修二「産業循環論について」『経済論叢』（香川大）54－4，1982年。
〔35〕由井敏範「好況過程の分析一数量調整と価格調整一」『一橋研究』5－1，1981年。
〔36〕由井敏範「好況局面と〈生産と消費の矛盾〉一商品過剰論の一バリアントについて一」
　　『一橋論叢』86－1，1981年。
一67一
